　　　　
　　　　　　　　　
別海町中小企業振興「行動指針」
・・・地域振興、雇用確保、税収の増加、教育・福祉の発展に向けて・・・

平成27年4月

別　海　町
１．目的

「行動指針」は、地域産業及びその担い手である中小企業等が地域社会の発展に果たす役割の重要性のもと、別海町を取巻く社会経済環境の変化等を踏まえ、町と中小企業者等が協働して取組む中小企業振興策の基本的方向性や推進する施策などを明らかにするものです。
２．構成

この行動指針は、別海町中小企業振興協議会から提出された『中小企業振興策提言書』及び町内経済団体、市民団体等の意見を参考に、町と中小企業者等との協働により取組む中小企業振興指針をまとめたものです。
　「行動指針」は５つの基本施策をもとに整理しています。

　
３．推進体制及び推進方法
町と中小企業者などとの協働を基本に「行動指針」を推進するため、中小企業者、中小企業関係団体、金融機関、行政、大学などで構成する『別海町中小企業振興審議会』を新たに設置し施策等の実施状況等の点検・評価を行い、この意見等を踏まえて別海町中小企業振興検討会議で施策の展開方策等の適切な見直しを図ります。
４．別海町経済振興の現状と課題
　別海町は、他の地域と同様、少子・高齢化の中にあり、人口減少局面に入っており、経済のグローバル化の中で別海町経済の先行きが不透明となっています。
　これまで、大手食品メーカーの大型工場に加え、自衛隊駐屯地も、財政面や雇用面さらに消費購買力を町にもたらすという面で寄与してきましたが、その効果は地域経済の低迷傾向を歯止めするに至らず、商店街が疲弊し市街地の形成に影響を及ぼしています。
　加えて、中標津町等の大型店への消費購買力の域外流出が著しく、最近になって市街地に大型店舗が開業したことにより町内消費は増加したものの依然として厳しい状況です。周辺地域への消費購買力の流出をいかに食い止め、相対的に高い消費購買力をいかに地域内循環の需要に結び付けていくかが課題となっています。
　更には国及び地方公共団体における近年の公共事業費の大幅な縮減により建設業が公共工事の受注難に苦しんでいます。
　これからの地域経済の活性化には、これら厳しい経営環境におかれている地元中小企業、商工業の再活性化と酪農業、水産業といった別海町の基幹産業及び地方自治体との連携体制の構築、大企業、町民団体並びに町民の理解と協力が必要不可欠となっています。
５．人口の動向
　別海町の人口推移を見てみると、パイロットファーム建設中であった1962年（昭和37年）5月末の23,114人をピークに急速な減少に転じ、1974年（昭和49年）3月末には17,937人まで落ち込みました。しかし、1973年（昭和48年）より始まった新酪農村建設による新規就農者の流入や建設景気によって1980年（昭和55年）10月末には19,330人まで増大しました。その後、少子化や進学・就職を契機とした若い世代の域外転出の増加もあり、現在まで減少傾向は継続し、2010年度末（平成22年度末）においては16,022人まで落ち込んでいます。
　減少傾向にある人口とは対照的に、世帯数は1960年代に横ばいで推移しましたが、1970年代以降は増加傾向にあります。この背景には、核家族化や晩婚化が考えられます。子供が就職や結婚を契機に親元から独立するケースや、若い世代の単身世帯が増えているものと考えられます。（表１参照）
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別海町156848232153198433112575018913

中標津町3992,8301,09118849551513112,3355771

標津町58342101515422740533007449

羅臼町834391453010728613733675962
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表４　別海町および近隣町村の商業の状況(2007年）
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６．産業構造

　2010年国勢調査による15歳以上就業者の産業別構成についてみてみると、別海町に居住する4割が第一次産業に従事しています。その一方で第二次産業、第三次産業の比率は相対的に低く、とりわけ製造業、卸売・小売業が低くなっています。（表２参照）
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三次産業における事業所数では、卸売業・小売業が最も多く、第2位の宿泊業・飲食サービス業については、減少傾向になっています。従業者数では卸売業・小売業と製造業がいずれも900人を超えて突出しています。（表３参照）
　他市町と比べると卸売業・小売業や製造業への就職比率は低いものの、別海町においてこれらの産業は重要な雇用先となっています。
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７．工業

　別海の工業の最大の特徴は地元産出の一次産品の加工業が発展していることにあります。中でも乳製品製造業と水産加工業が圧倒的部分を占めています。2009年（平成21年）における産業小分類別従業者数では、水産食料品製造業が456人と畜産食料品製造業の319人を上回っています。
８．商業構造
　周辺自治体も含めた中での比較をもとに考えた場合、卸売業は商品の供給元と地域の小売業を仲介する業態であることから広域中心都市へ立地が集積する傾向があります。また、小売業については中心市街地商店街が衰退傾向にある一方で、郊外型の大型商業施設が増大傾向にあります。

　2007年度（平成19年度）の別海町の年間商品販売額は232億円、道内町村での順位は15位となっています。卸売業と小売業に分けてみると、小売業は13位なのに対し、卸売業は31位と道内町村順位も低く、金額においても小売業の5分の1程度しかなく、卸売業の弱さが際立っています。ただし、中心市街地の個人商店など域内事業者によって商業が支えられている点は地域経済の大きな強みといえます。（表４参照）
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９．観光業
　別海町は、野付半島や風蓮湖といった自然資源、日本離れした広大な牧場風景、酪農製品や多彩な魚介類に代表される豊かな食材に恵まれた土地であり、高度経済成長期から観光地として注目されるようになりました。
　日本最東端の温泉地といわれる尾岱沼温泉をはじめとして、温泉宿、民宿、日帰り温泉施設、ファームイン・体験農場、ビジネスホテルなどの宿泊・観光関係事業所が多数存在しています。観光客は、2002年（平成14年）をピークに減少傾向にあり、宿泊業からの撤退も見られました。近年は、減少傾向に歯止めがかかったものの依然として観光消費の低迷は続いています。これからは、強みであるスポーツ合宿の誘致に加え、観光プロモーション事業を積極的に展開し、「食観光日本一」を目指した観光地づくりを推進する必要があります。
表５　観光客の推移
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10．医療
　別海町は、町立別海病院と診療所２箇所を有し、町民・患者の人権と生命の尊厳を維持しつつ、地域ニーズに対応した町内唯一の病院として一次医療の安定的な提供と救急告示病院として夜間休日の救急患者の受入も行い、中小企業者や労働者が安心して町内で事業活動や労働ができるよう信頼のおける質の高い医療を提供します。
11．福祉
　別海町においても少子高齢化が急速に進行するなかで、学校や職場と連携し、健康管理意識の高揚と自主的な健康づくりの促進が必要です。

　このためには、町民総参画の地域福祉体制作りと子育て支援策、障がい者支援策を積極的に推進し、充実した福祉サービスを提供します。
行動指針　Ⅰ．中小企業の経営基盤の強化と雇用の創出
　地域経済の活力がなければ、地域コミュニティや行政サービスの維持が困難になります。中小企業の振興は、豊かな町民生活を支えるために不可欠な取組です。
　中小企業の経営基盤整備や雇用の確保・拡大は町民全体の所得の向上をもたらし、別海町経済の振興・活性化に欠かせないものであり、地域の雇用を支える中小企業は、極めて重要な存在であることから、中小企業振興を総合的に支援する施策の拡充を図ります。

Ⅰ－１．経営支援

　中小企業者の資金繰りの円滑化に資するため、中小企業融資制度の充実を図ります。
特に経営基盤の脆弱な小規模事業者に対しては、信用補完などの支援策の充実を図ります。

　また、人口減少を食い止めるためには、地域経済の活性化は不可欠であることから雇用の創出策を検討するとともに、後継者不在を理由とした廃業による事業者の減少を予防するための調査と対策を講じます。
Ⅰ－２．創業・起業の促進

　新規開業や新分野への進出、経営拡大等に意欲的に取り組む起業家や空き店舗の新たな活用等による地域活性化に取り組む起業家を支援します。
Ⅰ－３．定住化の促進と地場産業の支援

　住宅の建築促進や土地の有効活用による定住化の促進、地場産業の支援を行い中小企業の経営基盤を強化します。
Ⅰ－４．商業・商店街の活性化
　商業関係団体等が行う商業振興のための活動支援及び経営強化・経営改善に取り組む商業者の奨励や買い物弱者対策等による商業及び商店街の活性化を図ります。
Ⅰ－５．地域経済の調査研究
　地域内経済の現状を把握し、施策の効果を測定するためには、継続的に地域経済の調査分析を行う必要があることから、行政、経済団体、大学、金融機関等の連携のもと、調査分析の効果的実施や有効活用を進めます。
また、地域の中小企業等の実態調査について、実態分析や施策の効果測定などについての実施時期や調査内容の研究を進めます。
行動指針　Ⅱ．産業連携促進体制の構築
　これからの地域経済の成長には、地域にある資源の発見や創造とこれらを活用した事業への取組が必要であり、農業、漁業、林業、商工業、観光業といった分野を飛び越えた連携が不可欠なことから、そのための体制を構築する必要があります。
Ⅱ－１．産業連携会議（仮称）の創設と産業間交流の促進
　横断的な産業の連携を図るため、各種産業団体と行政からなる産業連携会議（仮称）の創設を目指します。

また、広い町内の業種の活性化を促すため、「組織間」、「団体間」、「個人間」の横断的なの交流を図る取組を行ないます。
Ⅱ－２．地域産業コーディネート
　産業連携による新事業の展開や商品開発にチャレンジする中小企業を支援、産業クラスターの形成の促進等に寄与するコーディネーターとなる中間支援機能を確立します。
行動指針　Ⅲ．地域内再投資力の強化と集客・交流産業の振興
　地域経済の持続的発展には、域内循環を強化するとともに、地域の経済主体による地域内再投資力（地域の財を繰り返し地域内に投下するあらゆる経済主体の力）の強化が不可欠です。
これに加え、集客対策や交流産業を強化することで地域外からの外貨を呼び込み、これによって得られた所得が地域内の新たな需要を創出し、宿泊、飲食等のサービス産業の振興や雇用の創出に大きく寄与します。

　また、観光客の訪れる町は、活気があります。地域の子どもたちの愛郷心や勤労観を醸成し、地域の人材を確保するためにも「目に見えて人が訪れる」観光振興策が必要です。

Ⅲ－１．域内循環の推進

　地域経済の持続的発展のため、域内調達を含め域内循環の推進に努めます。
Ⅲ－２．地域資源活用促進

　地域資源を活用した商品開発や交流人口の拡大による消費行動の促進を支援します。
併せて、開発された商品の町内消費の拡大や町をあげたセールスの仕組みづくりに取り組みます。
Ⅲ－３．各種団体等の合宿・旅行誘致の強化

　スポーツ団体等の合宿、集客・滞在効果の高い各種大会、グリーン･ツーリズムやエコツーリズム等の体験資源を活かした教育旅行及び団体旅行誘致の強化を図ります。
Ⅲ－４．集客交流産業の振興

　観光振興の地域プロデュース推進組織である観光協会及び観光開発公社の連携強化と観光振興のキーパーソンとなる人材育成を強化します。

　また、食や産業を活かした個性や特徴のある観光の魅力作りを促進し、情報発信や大消費地でのPRに取り組み、交流人口の増加と外貨の獲得を図ります。
Ⅲ－５．拠点づくりの推進

　町民や企業、町内会などの団体との協働による主要道路に花を植える事業や、商店街の各店舗における改装や屋外整備等により景観に配慮した拠点づくりを推進します。
また、観光案内体制を強化し、拠点への集客とホスピタリティの強化を図ります。
行動指針　Ⅳ．産業人・担い手の育成

　人口減少が進む中、地域産業の活力創出を担う人材の育成・確保が中小企業等にとってますます重要となっています。
　人材の育成・確保は中小企業の経営力の向上、生産性の向上、経営革新など経営の基盤となることから、関係機関と横断的に連携を強化し、効果的な人材教育を推進するしくみづくりに取り組みます。
Ⅳ－１．人材育成
　関係機関と連携し、実践的な経営者及び従業員向け研修事業の充実を図ります。
Ⅳ－２．担い手育成

　職業観・勤労観の醸成、別海町経済の振興を支える未来の人材育成を目的として、中小企業者等による出前講座の実施を促進します。

また、地元高校生の大学視察研修の実施やインターンシップの受入体制の構築、高校生向けの「企業情報マップ」の作成等を行い、担い手育成を進めます。
行動指針　Ⅴ．まちづくり計画の推進

　第6次別海町総合計画にもある「まちづくり計画」や「市街地整備計画」は、まちの発展を支える重要な基盤となるものです。
　平成26年11月に別海町市街地活性化計画（別海地区）が策定され、景観や空き店舗・未利用地の利用計画の整備を構築し推進します。
　また、「土地の利用に関する基本指針」については、策定に向けての取組が望まれます。

Ⅴ－１．まちづくり計画の推進

　「別海町市街地活性化計画（別海地区）」を活用し利用計画等を推進します。

Ⅴ－２．土地利用に関するまちづくり計画の推進
「土地利用に関する基本指針」の策定を目指します。
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2012総数2012総数

農林漁業 65462

鉱業、採石業、砂利採取業 29

建設業 58449

製造業 35876

電気・ガス・熱供給・水道業 00

情報通信業 111

運輸業、郵便業 20241

卸売業、小売業 127754

金融業、保険業 10176

不動産業、物品賃貸業 3856

学術研究、専門・技術サービス業 1371

宿泊業、飲食サービス業 68280

生活関連サービス業、娯楽業 3271

教育、学習支援業 1230

医療、福祉 18310

複合サービス事業 18373

サービス業(他に分類されないないもの） 53448

総計 5704,617

総務省統計局『経済センサス』

別 海 町

表３　２０１２年産業別事業所数・従業員数
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15歳以上就業者総数 8,589100%100%100%100%100%100%100%

農業 2,96734%2%12%18%1%18%6%

林業 230%0%0%1%0%0%0%

漁業 4756%26%0%13%43%9%1%

総数 3,46540%20%13%33%44%27%7%

鉱業 20%0%0%0%0%0%0%

建設業 4866%6%12%7%5%8%9%

製造業 6187%18%6%10%13%8%8%

総数 1,10613%24%18%17%17%17%17%

電気・ガス・熱供給・水道業

260%1%1%0%0%0%1%

情報通信業 140%0%0%0%0%0%2%

運輸業 2683%4%5%4%3%4%6%

卸売・小売業 7529%14%18%10%9%13%17%

金融・保険業 620%2%2%1%1%1%2%

不動産業 140%1%1%0%0%1%2%

飲食店、宿泊業 5266%8%11%7%8%8%10%

医療、福祉 5296%7%8%7%4%7%12%

教育、学習支援業 3404%4%9%6%3%7%7%

複合サービス業 3364%2%2%4%2%3%1%

サービス業(他に分類されないもの）

5897%5%9%5%3%7%12%

公務（他に分類されないもの）

5627%7%4%6%5%5%5%

総数 4,01847%56%69%50%39%56%76%

総務省「国勢調査」2010年度版
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表２　2010年産業大分類別１５歳以上就業者数

標津町羅臼町

根室支庁

北海道根室市

中標津町

[image: image8.emf]（単位：人・世帯）

年1960年1970年1980年1990年2000年2010年

人　口22,85718,24719,09518,38216,95516,022

世帯数3,8164,3715,1295,4185,8746,289

※年度末数値

表1　別海町の人口・世帯数の推移

